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平成 30 年度 

 

 

地域密着型サービス 

事業者募集要領（案） 
 

 

 

北 広 島 市 

 

 

1 募集の趣旨 

 

市では、「高齢者保健福祉計画・第 7期介護保険事業計画」（平成 30 年～32 年）にお 

いて、「高齢者をはじめとするすべての方が、住み慣れた地域でいつまでも自分らしい生 

活を送ることができる、地域共生社会の実現」を基本理念に掲げており、さらに進展する 

高齢社会に対応するため、地域密着型サービス事業所の整備を図ることとしたところであ 

ります。  

現在、介護の現場において、人手不足は深刻であり、新たな介護保険施設の開設が困

難であることや、医療機関における在院日数の短縮傾向から、在宅生活が長期化するひ

とり暮らしの高齢者の増加が見込まれることから、地域密着型サービスにおける、在宅生

活を 24 時間支える仕組みとして、日中・夜間を通じ、訪問介護と訪問看護の両方を提供

し、定期巡回と随時の対応を行う「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」事業の整備を進

めていくこととしました。 

今回の募集は、平成 31 年度に開設を目指す定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者

の選考にあたり、その事業者を公正・公平に決定するために実施するものです。 
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2 日常生活圏域別募集数 

 

今回募集する日常生活圏域別地域密着型サービスは、次の表のとおりです。 

 

サ ー ビ ス 種 類  
募集する日常生活圏

域 

募集数 

施設数 

  定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

（一体型・連携型） 
全圏域 １ 

注 1 今回の募集については、単独による提案とします。 

 

3 日常生活圏域 

 

  市内の日常生活圏域は、市内全域です。 

 

4 地域密着型サービスの報酬及び基準 

 

  介護報酬は、厚生労働大臣が定める単位及び基準とし、事業の人員、設備基準は、北

広島市指定地域密着型サービスの事業に関する基準を定める条例を基準とします。 

 

5 整備に関する交付金 

 

  地域医療介護総合確保基金に基づく平成 30 年度介護サービス提供基盤等整備事業費

交付金の活用ができる予定です。 

ただし、当該交付金は、国又は北海道が審査、決定するため、必ず交付されるもので

はありませんので、不交付となることも想定してください。 

また、交付金を受ける場合の主な条件としては、交付決定前の着工は認められず、工

事業者の選定や契約等については、競争入札に付すなど市が行う手続に準拠すること及

び施設の整備や備品の購入などについては平成 30 年度内に終了することとなります。

その他の条件等については、各交付金の要綱をご確認ください。 

なお、応募申請の際、資金計画作成のなかで以下の金額を収入見込み額として計上す

ることを可能とします。 

 

参考交付金額 ※交付金が減額になる場合もあります。 

  

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業【施設分】567 万円(1 か所あたりの額) 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業【開設経費】1,030 万円(1 か所あたりの額) 
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6 応募資格 

 

  応募する事業者の資格要件は、次のとおりです。 

 (1) 事業資金の確保が確実に担保され、継続して事業を行う見込みであること。 

 (2) 土地及び建物の所有権又は賃借権等を有しているか、又は確実に使用できる見込み

があること。 

 (3) 介護保険法第 78 条の 2 第 4 項の規定に該当しないこと。 

 (4) 国税及び地方税の滞納がないこと。 

 (5) 地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消しを受けたことがない者

であること。（他の自治体で指定を取り消された場合を含む。） 

 (6) 地方自治法施行令第 167 条の 4 の規定に該当しないこと。 

 (7) 民事再生法等による手続をしている法人でないこと。 

 (8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律に規定する暴力団及び暴力団員

に該当しないこと、又はそれらの利益となる活動を行う者でないこと。 

 (9) 介護保険法、農地法、都市計画法、建築基準法などの関係法令に照らし、事業実施

に支障がない土地、建物であること。 
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7 応募手続き 

 

今回の募集への申込みを行う事業者は、次により応募書類を提出してください。  

 

(1) 募集期間：平成 30 年 7 月 2 日から平成 30 年 7 月 31 日まで（土・日は除く。） 

(2) 提出場所：北広島市保健福祉部高齢者支援課（市役所本庁舎 2 階 06 番窓口） 

(3) 注意事項：7 ページの応募申請書提出にあたっての注意事項を参照願います。 

(4) 提出部数：正本 1 部・データＣＤ1 枚 

(5) 提出書類： 

 項   目 備   考 様 式 

1 応 募 申 請 書 提出書類一覧も作成 様式 1 

2 事 業 計 画 概 要 書  様式 2 

3 事 業 計 画 提 案 書  様式 3 

4 資 金 計 画 書 開設当初運営資金を含む。 様式 4 

5 借 入 金 返 済 計 画 書 元金、利率、返済期間、金融機関名等 様式 5 

6 収 支 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン  様式 6 

7 欠格事由に該当しない旨の誓約書  様式 7 

8 預 金 残 高 証 明 書 申請日前 1か月以内に発行されたもの  

9 未納（滞納）税額のない証明書 
法人所在地の税務署又は市町村長発行のもの 

非課税等の場合は未納税額のない旨の誓約書 
参考様式 1 

10 土 地 登 記 事 項 証 明 書 申請日前 3か月以内に発行されたもの  

11 
地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の指定取消しを 

受けたことがないことの誓約書 
 参考様式 1 

12 
地方自治法施行令第 167 条の 4 の 

規定に該当しないことの誓約書 
 参考様式 1 

13 
会社更生法等の規定による更正等の 

手続をしていないことの誓約書 
 参考様式 1 

14 開 設 予 定 地 位 置 図 建物の配置がわかること。  

15 建 物 計 画 図 平面図、立面図等  

16 法 人 定 款 最新のもの  

17 法人登記簿謄本（全部事項証明書） 申請日前 3か月以内に発行されたもの  

18 法 人 の 沿 革  参考様式 3 

19 役 員 名 簿  参考様式 4 

20 代 表 者 等 の 経 歴 書  参考様式 5 

21 給 与 規 程 最新のもの  

22 就 業 規 則 最新のもの  

23 決 算 報 告 書 過去 3 年間分  
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注 1 建設を予定している土地や建物が自己所有でない場合は、所有者の確約書（参考

様式 2）及び印鑑証明書の提出が必要です。 

注 2 参考様式については、申請者の状況により、必要に応じて適宜修正してください。 

注 3 市が必要とする書類の提出を求めることがあります。 

注 4 応募に要する経費は、申請者の負担となります。また、提出された書類は返却し 

ません。 

 

8 事業者の選考方法 

 

事業者の選考は、北広島市地域密着型サービス等運営委員会（以下「委員会」という。）

において、審査及び検討し、委員会の答申を踏まえ市長が決定します。 

  委員会での審査の結果、選考事業者「なし」とする場合もあります。 

  選考にあたっての評価基準は別紙のとおりですが、質の高いサービスを確保するため、

ヒアリングや現地調査を実施する場合があります。 

  結果については、文書により通知するものとし、市のホームページ等で公表します。 

 

9 質疑及び回答 

 

  募集に関しての質問は、下記のとおり受付します。 

  なお、受付した質問のうち、応募者に周知する必要があるものについては、市のホー

ムページで公表します。 

 (1) 質問受付期間は、平成 30 年 6 月 15 日から平成 30 年 6 月 22 日までとします。 

 (2) 受付は別紙「平成 30 年度北広島市地域密着型サービス事業者募集に関する質問様

式」に記入のうえ、郵送、ファックス、電子メール又は窓口に直接提出願います。

（電話による質問は受け付けません。） 

 (3) 回答については 6 月 27 日（水）までに電子メールで回答します。 
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10 スケジュール（予定） 

 

平成 30 年  

募集要領を公開 

募集要領と様式は北広島市ホームページからダウンロードしてください 

質問受付開始 

質問受付終了 

回答（北広島市ホームページ公開） 

事業者募集申請書受付開始 

事業者募集申請書受付終了 

委員会での書類審査、ヒアリング、現地調査等 

事業者決定 

建築工事、開設準備 

 

 

 

 

 

 

 

 

6 月 15 日 

 

 

6 月 22 日 

6 月 27 日 

7 月 2 日 

7 月 31 日 

8 月～ 

9 月 

10 月 

平成 31 年  

指定申請書提出期限 

開設 

 

 

2月28日 

4 月 1 日 

注 スケジュールについては、現段階での予定となりますので、変更となる場合があ

ります。 

 

 

11  問合せ先 

 

北広島市 保健福祉部 高齢者支援課 

〒061-1192 北海道北広島市中央４丁目２番地１（市役所本庁舎 2 階 06 番窓口） 

電   話 011-372-3311 （内線 2163） 

ファックス 011-372-7791 

電子メール kourei@city.kitahiroshima.lg.jp 
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別紙１ 

 

応 募 申 請 書 提 出 に 当 た っ て の 注 意 事 項 

 

 

1 提出書類は、ファイルを用いて、A4-S 左穴あけ綴りとしてください。 

表紙に下記の（1）から（3）までを記載し、背表紙に（1）を記載してください。 

（1）「平成 30 年度 地域密着型サービス事業者応募申請書」 

（2）法人名 

（3）公募該当事業名 

 

2 提出書類は、下部中央に通しのページ番号を付け、以下の事項に従ってください。 

(1) A4 判縦で統一し、原則左横書きとしてください。既存の文書を添付する場合は、

これ以外の書式も可としますが、折り畳むなどして A4 判に統一してください。 

(2) 原則両面印刷とし、構成上一部片面印刷は可とします。この場合白表紙はページ数

には含めないでください。 

 

3 提出書類の項目ごとに、文字表記のインデックスと仕切紙を付けてください。 

仕切り紙は、他の用紙と区別がつくよう色紙を利用し、ページ数に含めないでください。 

  

4 本募集と明らかに関連のない、法人等の宣伝、営業活動等に係る書類の添付はしないで

ください。 

 

5 虚偽の記載、重大な違反行為、応募資格要件が満たせない状態となった場合、選考結果

を取り消すことがあります。 

 

6 応募を取り下げる場合には、書面にて取下げ書（任意様式）を提出してください。 
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別紙２ 

事 業 計 画 提 案 書 に つ い て 

 

応募申請のうち、【様式 3】事業計画提案書は、次の内容について提案してください。 

 

1 法人の理念・姿勢 

(1) 法人の基本理念や経営理念について記入してください。また、職員や利用者への周知

方法について記入してください。 

(2) 応募の動機を記入してください。 

(3) 本市における高齢者福祉及び介護サービスの課題をどのように認識し、どのように

計画に反映しているかについて記入してください。 

 

2 法人運営の透明性、公正性の確保及び法令等の遵守状況 

(1) 利用者等に関する書類、データなど個人情報の管理方法や職員の守秘義務に関する取

組みについて記入してください。また、規程を定めている場合は、添付してください。 

(2) 自己評価や外部評価の実施に関する取組みについて記入してください。また、法人、

施設の評価結果の公表に関する取組みを記入してください。 

(3)  労働関係法令を含む法令等の遵守についての取組みを記入してください。 

(4) 理事会、役員会などの構成の適正性及び開催状況を記入してください。 

 

3 運営実績及び経験 

  介護保険サービス事業の運営実績について記入してください。なお、実績がない場合

は、経験のある事業者との連携や支援の有無を記入してください。 

 

4 運営の適正化、効率化への取組み 

  適正かつ効率的な事業運営を実現するための経営努力に関する取組みを記入してく

ださい。 

 

5 事業の独自性、施設管理運営体制 

(1) 事業提案にあたって特に強調したい点や特徴などを記入してください。 

(2) 医療機関との連携や他の高齢者施設等との連携方法について記入してください。 

(3) 災害時の対応についての考え方について記入してください。 

 

6 安全性への配慮 

  安全性確保のため日常的に取り組む点検体制、事故発生時や災害発生時などの危機管

理体制内容、管理上の不具合やヒヤリハットが発生した際の対応、衛生管理体制、感染

症等が疑われた際の対処方法などを記入してください。 
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7 利用者への対応 

(1) 利用者の食事、入浴、排せつなど日常生活上の支援体制の内容を記入してください。 

(2) 苦情受付窓口やその解決、再発防止体制の内容を記入してください。 

(3) 利用者の人権、個人の尊厳に対する取組みについて記入してください。 

(4) ターミナルケアへの取組みについて記入してください。 

(5) 身体拘束廃止や虐待防止への取組みについて記入してください。 

 

8 職員の育成・人材確保について 

  人材確保についての取組み、人事制度や研修制度の内容、職員の育成や接遇に関する

取組みを記入してください。また、介護職員の確保及び能力の向上を図る体制整備の計

画について記入してください 

 

9 市民雇用の促進 

  職員を雇用するにあたっての市民雇用の促進について、その考え方と取組みについて

記入してください。 

   

10 事業適正化への対応 

サービスの質を高めるための取組み、利用者の家族間交流や地域との連携に関する取

組み、介護・医療連携推進会議に対する取組み、成年後見制度の活用への取組み、低所

得者対策の取組み、利用者を決定する仕組などについて記入してください。 
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別紙 3 

 

地域密着型サービス評価項目・評価基準 

 

1 法人の安定性、継続性 

①事業効率の状況 

②資金力の有無 

③借入金の返済能力の有無 

④経営の安定性 

2 法人の理念、姿勢 

 ①法人の基本理念、経営理念の明文化とその内容 

 ②法人の基本理念、経営理念の職員・利用者への周知方法 

 ③応募の動機 

 ④本市における高齢者福祉及び介護サービスの課題と計画への反映 

3 法人運営の透明性、公正性の確保及び法令等の遵守状況 

①個人情報の取扱い、職員の守秘義務に関する取組み 

②自己評価、外部評価及び情報公表に関する取組み 

③介護保険外自己負担額の設定根拠 

④法令等の遵守状況（労働関係法令を含む。） 

⑤理事会、役員会などの構成の適正性及び開催状況 

4 運営実績、経験 

 事業運営をするに足りる実績、経験の有無 

 注 実績、経験がない場合は、経験のある事業者等との連携及び支援の有無や経験の

ある従業員の採用の有無など 

5 運営の適正化、効率化への取組み 

 ①人員配置の適正性 

 ②事業計画と収支計画の適正性 

 ③経営努力に関する取組み 

6 事業に対する熱意、意欲、施設管理運営体制 

 ①強調したい点、特徴など 

 ②災害時の対応方法 

 ③医療機関との連携、他の高齢者施設等との連携方法 

7 安全性への配慮 

 ①日常的な点検体制の内容 

 ②危機管理体制の内容 

 ③管理上の不具合、ヒヤリハットが発生した際の対応 

 ④衛生管理体制の内容 

 ⑤感染症等が疑われる際の対応 

8 利用者への対応 

 ①日常生活上の支援（食事、入浴、排せつ等） 
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 ②苦情解決体制の内容、再発防止体制の内容 

 ③利用者の人権、尊厳に対する取組み 

 ④ターミナルケアへの取組み 

 ⑤身体拘束廃止に関する取組み 

 ⑥虐待防止に関する取組み 

9 職員の育成 

 ①人材確保に対する取組み（福利厚生等の内容） 

 ②人事制度、研修制度の内容 

 ③職員の育成、接遇に関する取組み 

10 市民雇用の促進 

市民雇用の促進（非常勤、臨時職員含む。） 

11 事業適正化への対応 

 ①質の高いサービス提供に向けた取組み 

②介護・医療連携推進会議の設置に対する取組み 

 ③成年後見制度の活用への取組み 

 ④低所得者対策、利用者決定の仕組 

 ⑤利用者確保の取組み 
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別紙４ 

 

〒061-1192 

北海道北広島市中央 4 丁目 2 番地 1 

北広島市保健福祉部高齢者支援課 行 

F A X 011－372－7791 

E メール kourei@city.kitahiroshima.lg.jp 

 

 

 

 

 

 

送付日：平成  年  月  日（  ） 送付枚数   枚 

 

【送付元】 

法 人 名  

連絡先（担当者名）  

T E L  

F A X  

E メール  

 

【質問事項】（簡潔に記載してください。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３０年度 北広島市地域密着型サービス事業者募集に関する質問様式 


